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1990年１０月１１日（木）・第２６回談話サロン（東京・弘済会館）

講師。題目

本田幸雄：1990年代の日本の産業科学技術ビジヨン

11日Ｉ 学アカデミー
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|昭和17年10月島根県生まれ

|昭和42年東京大学工学部機械工学科卒業
｜〃通商産業省入省

|昭和60年文部省出向長岡技術科学大学教授
|昭和61年機械情報産業局電子機器課長

（この時，日米半導体摩擦を担当）

|平成元年６月通商産業省工業技術院技術企画課長（現職）

（主な仕事：通産省の長期的技術政策立案，ピューマ’

ン・フロンティア・サイエンス,研究基盤促進センター)Ｉ
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をご担当になりました｡現在は平成元年の６月か

ら工業技術院の技術企画課長としてご活躍でござ

いまして､通産省としての長期的技術政策の立案、

ヒューマン・フロンティア°サイエンス、あるい

は研究基盤の促進センターの仕事をしておられま

して、研究産業という新しい言葉でいろいろな話

が動いているのはご存じのとおりでございます。

きょうお話しいただきます「1990年代のビジョ

ン」でございますけれども、1980年代のビジョン

が出たときにアメリカの人が私に言いましたのは、

日本は立派だ、こういうものをつくって、とにか

く国が全体として一つの方向を出しているという

のは大変なことだ、世界に例がないというふうな

ことで言われました｡今度は90年代ということで、

また新しいビジョンが出てくるわけでございます

が、きょうは本田先生からその辺を詳しく伺いた

いと思います。

本田先生、よろしくお願いいたします。

本田ただいまご紹介いただきました通産省の

工業技術院の技術企画課長の本田でございます。

題名はこのように｢90年代の産業科学技術政策」

ということでございますが、実は通産ビジョンと

いうのは10年に一遍ずつ、1960年代から始めてお
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司会私は政策関係をやらせていただいており

ます今井でございます。

きょうは第26回の談話サロンということでご案

内を申し上げております。お話を願いますのが工

業技術院の技術企画課長の本田幸雄様でございま

す。ご演題というか、話題は「1990年代の日本の

産業科学技術ビジョン」ということでお話をいた

だくことになりました。

大体の時間の割り振りでございますけれども、

１時間ちょっとぐらいお話しいただいて、それか

らお食事をしていただいて、それからいろいろご

質疑をいただくということで、全体として大体７

時に終わるようにしたいということに思っており

ます。

本田さんのことはご紹介するまでもないと思い

ますけれども、念のためにご紹介させていただき

ます。

お生まれは島根県でございます。昭和42年に東

大工学部の機械工学科をご卒業になりまして、通

産省に入られました。昭和60年に文部省から長岡

技術科学大学に教授としてご出向になっておられ

ます。６１年に機械情報産業局の電子機器課長にな

られまして、このときに日米の半導体摩擦の問題



りまして、1960年代は重化学工業化というキャッ

チフレーズでありました。７０年代は知識集約化、

80年代は創造的知識集約化という形で来ています。

90年代ということで、今年90年代に入りました。

いろいろと議論を１年ばかりやって、今年の６月

ぐらいに産業技術政策についてはきょうお話しし

ます分でございますが、ここにお配りしましたよ

うに「豊かで住みよい地球への知的挑戦」という

ビジョンでございます。（付記資料）

まず、ご存じのように、日本全体の研究開発費

は約10兆円になると思いますが、そのうち２兆円

を国が出しておりまして、８兆円は民間というこ

とです◎国が果たしているのは20％になっている

わけで、これは先進国の中では世界最低になって

います。ご存じのように、軍事研究も含んでいま

すが、欧米先進国はだいたい半分ぐらいを国が出

してます。それに対して日本は、今から10年ぐら

い前までは30％ぐらいだったんですが、今や20％

で年々落ちています。今年はたしか19％代、２０を

割っています。

ここのところ毎年10％ずつぐらい民間の研究開

発費は増えております。それに対して国の研究費

はこの10年間、シーリングが始まって以来、実質

伸びていないということです。国の２兆円でござ

いますが、その２兆円のうちどこがどのぐらい負

担しているのかということになりますと、通産省

は全部寄せましても2,500億円ぐらいです。２兆円

のうち2,500億円ですから13％程度なんですね｡半

分以上は文部省、大学ですね。それから科学技術

庁､通産省という順になります。したがいまして、

通産省が産業科学技術政策のあり方といいまして

も、あくまでこれは通商産業省の分野での議論に

なってしまいます。外国から見ると、通産省が日

本全体の何か科学技術政策を決めているという感

じでとられるかもわかりませんが、そうじゃなく

て、科学技術庁さんは科学技術庁さん、文部省は

文部省でそれぞれやっておられます。まず、はじ

めにそういうことを頭に入れておいていただきた

いと思います。

通産省の2,500億円はどんなことに主に使ってい

るのかということですが、大きいところは通産省

の工業技術院の16研究所､約3,000人の研究者がい

２

ます。これで使う金｡それと、産業界と一緒になっ

てやるようなプロジェクトですね。大型プロジェ

クト制度とか、次世代制度とか、民間に委託費、

補助金というような形で出しています。したがい

まして、ここでは工業技術院の研究所及び民間の

技術政策、技術はどうあるべきかということにつ

いて話しているという感じであります。

しかし､今までは､産業技術政策のあり方と言っ

ておったんですが、今回の90年代ビジョンでは科

学を入れました。産業界においてもやはりこれか

らはより基礎研究、あるいはより科学といいます

か、サイエンスにより近いほうに力を入れざるを

得ないということで、語呂としてはあまりなじみ

がありませんが、産業科学技術政策という新しい

言い方をしたわけです。

このビジョンの柱は４つです。４つの指針を立

てるに当たって考慮した点を、科学技術を巡る潮

流の変化ということで表しています。

まず、国際的な情勢としてどういう動きがある

のか。皆さんご存じのように、東西のデタント、

東欧の問題等々にもわかるように、これからの国

力の源泉は経済力である。そのまたもとになるの

は科学技術だという議論が非常に強くなってきて、

国、世界の発展基盤の一つとして科学技術が非常

に注目されてきているというのがまず第一です。

それから、地球環境問題等の問題、いろいろ起

きていると思いますが、そういう人類共通の課題

を解決するための手段としても科学技術が重要で

あるという点です。

もう一つは、日本はもっと科学技術面で積極的

に国際的に貢献すべきだという要請が強い。この

３点が国際情勢としてあるのではないかというこ

とです。国内の問題としましては、応用とか開

発面においての、あるいは製品開発については日

本の技術力は非常に高まったが、基礎研究におい

ては相対的におくれているということが言えるの

ではないか。それから、研究人材･の質的、量的確

保が非常に深刻化してきている。それから、快適

で精神的な豊かさを実現する生活への国民の要求

にこたえることが非常に必要になっている。今ま

での科学技術もそうであったわけでありますが、

これから特に要求される。
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戦後、通産省がやってきたことは企業を強くす

るということ。産業を強くすれば、即そこに国民

の生活もよくなるというふうな形で産業の育成と

いうことが中心になってきた。科･学技術もそうい

うバックボーンで来たわけであります。

最近の動きを見ますと、必ずしも企業、あるい

は産業を強くすることは国民の生活がよくなるこ

とに直結しない。あるいは逆行する場合もあり得

る。例えば土地その他が値上がりしまして、企業

がかなり買い占めその他をやりますと、かえって

個人の生活は、消費者の生活は苦しくなるという

ようなこともでてきます。そこで、９０年代ビジョ

ンは、通産省も産業寄りじゃなくて、消費者の立

場とか､生活の立場を非常に強くしておりますが、

科学技術につきましても、これだけ豊かになって

も生活にゆとりと豊かさが感じられない。そうい

うゆとりと豊かさが感じられるように、直接、技

術開発の面でそういうことができないのかという

点を非常に重視してきました。

次に、科学技術そのものの中身がどうなってい

るかということ。科学と技術が非常に接近共鳴し

ている。これはよく言われることでありますが、

科学的発見がすぐ技術といいますか、製品になっ

て出る。逆にまた、技術が非常に高くなりますと、

その技術をもとにいろいろやっているうちに、今

度は科学的な知見が得られるというようなことで、

科学と技術が非常に接近共鳴しているとよく言わ

れます。さらなる発展を考える場合にはやはり基

礎研究まで立ち入っていく必要があるのではない

かということが重要であります。

それから科学技術と自然、社会との調和の必要

性ですね。これはいろいろな面がございますが、

バイオテクノロジーと倫理面、原子力発電の問題

等々、科学技術の及ぼすいろいろな不安な問題が

ございます。そういう点も考慮する必要がありま

す。

以上のようなことをいろいろ議論いたしまして、

90年代の産業科学技術政策としては次の４つ、掲

げております。第一は、地球的視野からのテクノ

グローバリズムの推進。第二に、科学と技術のバ

ランスのとれた研究開発の推進。第三が、快適で

豊かな国民生活を実現するための研究開発の推進。

第四が、科学技術の発展のための某礁轄備という

ことでございます。

それで、まず最初の地球的視野からのテクノグ

ローバリズムの推進ということでございますが、

これは一言で言いますと、科学技術は人類共通の

財産というべきものでありまして、人類はできる

だけ協調して科学技術の新しい知見を得るために

努力しよう、そして、その成果をできるだけ世界

中にオープンにして広げていこう、流通促進を図

りましようという議論でございます。

このテクノグローパリズムという考え方にはだ

れもあまり反対しないと思いますが、問題は日本

はそれを提唱するだけではなく、いかに実践して

いくかという点であります。

まず、世界的な科学技術の創造活動への取り組

みとしまして、第１点は日本は人類共通課題を率

先的に提唱しまして、それを実行していこうでは

ないかということです。その一つの例が、ヒュー

マン・フロンティア・サイエンス°プログラムで

あります。

ヒューマン･フロンティア･サイエンス°プロ

グラムというのは昭和60年ぐらいから通産省と科

学技術庁の内部で考え出したもので、ベネチア・

サミットで日本が提唱した構想であります｡ヒュー

マン・フロンティア、人間の脳の機能とか、生体

が持っています機能を国際的に共同で研究してい

こうというものであります。このような基礎研究

にグラントとかを出しまして、世界の研究者に研

究していただこうという提案でございます。

これが実現するまでは３年ぐらいかかったわけ

ですが、昨年、フランスのストラスブルクに国際

ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログ

ラム機構というのができまして､事務局員が十二、

三人います。そして、そこから、第１回目のグラ

ントが出され、現在、世界中で研究が行われてい

ます。また第２回目のが今募集中であります。

日本からは、今年は科学技術庁と通産省が分担

して合わせて約30億円出しております。来年につ

いては約40億円の予算要求をしておりますが、国

際的にも好評でありまして、今後も続けていくと

いう考えでございます。、

それから、地球環境問題、これは世界的に非常
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に重要になってきておりますが、地球環境産業技

術研究機構という財団を関西につくりまして研究

をすることになっています。これにはできるだけ

世界中の研究者が集まって、地球環境の問題、炭

酸ガスの固定化の技術開発とか、フロンの代替物

の研究等々、基礎的な研究をやろうということに

しております。今年の通産省の予算は約70億円で

す。

そのほかにも人類の生存基盤確保等、人類共通

の問題として取り組むべき課題を抽出、提唱する

とともに、みずからも主‘体的に取り組んでいくと

いうことが必要ではないかということであります。

それから２番目は、そういう人類共通の課題と

いうような大きなテーマでなくても、国際的な共

同研究開発をもっと進めようということです。こ

れはいろいろな大規模な研究施設とか、長期の研

究期間を必要とするようなもの、あるいは日本が

得意の先端技術というようなことも含めまして、

今後もっと国際的な共同研究を増やしていこうと

いうことで、従来やってきました工業技術院の大

型プロジェクト制度、あるいは次世代制度という

のがございますが、こういうものも国際共同研究

でやっていこうというものであります。もう既に

国際共同でやっているのもありますし、今、交渉

しているものもあります。

また、最近ＩＭＳ(インテリジェント・マニュファ

クチャリング｡システム)、先端的な生産技術であ

りますが、そういうものの国際共同開発も現在呼

びかけております。

それから、その次に、そういうふうにして創造

された研究成果をできるだけ世界に流通移転させ

ていかなければならないということで、これはい

ろいろな場で、例えば、二国間協力、三国間協力、

大体いろいろな国と科学技術協定を結んでいます

ので、そういう場で科学技術協力を促進しようと

いうことです。途上国へは技術協力という形にな

るわけですが、これも積極的にやっていく。特に

人材育成の協力、標準化の協力、あるいは研究協

力等々をやるということであります。

具体的にはそういうことをしながらテクノグロー

バリズムという理念、そういう理念を広めていこ

うではないかということです。しかし、テクノグ

‘

ローバリズムという言葉は、誤解を生むのではな

いかという議論もありました。海外から見ると、

日本がまたテクノ、技術で世界を征服しようとし

ている、そういうふうに受けとめられるおそれが

あるのでテクノグローパリズムというのは必ずし

もいい言葉ではないという議論もございました。

しかし､OECD／ＣＳＴＰ(科学技術政策委員会)等々

できるだけ国際的な会合の場で日本の言っている

テクノグローバリズムとはこういう理念であり、

日本としてもみずからそういうことを実践してい

こうとしていることを理解していただくつもりで

す。

次に、科.学と技術のバランスのとれた研究開発

の推進という点でございます。これは一言で言い

ますと、基礎研究の強化、基礎的独創的研究の強

化ということで、最初言いましたように、日本は

応用研究、製品開発については･世界でも非常に評

価されていますがそれに対して基礎研究について

は基礎研究ただ乗りと言われるぐらい、日本はあ

んまりやっていないではないかと言われています。

基礎研究に力を入れる必要があるということであ

ります。

今後、基礎研究に注力する場合、研究開発の考

え方を変える必要があります。従来の研究開発は

ややもすると効率だけをねらってきた。とにかく

短期間に効率よく研究開発をするということが戦

後の日本の方式であったような気がしますが基礎

研究､独創的な研究となりますと､効率だけを言っ

ているのはいかん、むしろ自由、多様性を許容す

る考え方を取り入れなければいけない、マネジメ

ントも変えなければなりません。

それで、具体的にはどうするかということです

が、基礎研究の強化ということではまず一番大切

なことは大学の強化であります。大学でもっと基

礎研究に力を入れないといかんということが第一

ですがこれは通産省がやれる範囲ではありません

ので、大学、あるいは文部省さんにお願いすると

いうことであります。

大学への期待ということで、研究機能の強化、

産学官の交流の一層の推進、研究予算の増加など

いろいろやっていただきたいと思います。

それから、国立試験研究所、これは工業技術院

に可
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の研究所を含めまして､いろいろ問題があります。

これも組織が非常に硬直化しているということで、

もう少し自由な研究環境をつくるとか､予算ももっ

と増やすなど、いろいろやるべきことが多くあり

ます。

民間においても基礎研究の活性化を図る必要が

あります｡もっとも民間においては基礎研究といっ

ても限界がありますので、民間で基礎研究をしや

すいようにやっぱり国がいろいろお手伝いする必

要があります。

例えば､基礎研究に対する税制上の問題ですね。

この辺はもっと検討･する必要があるんじゃないか。

あるいは人材の問題とか、研究インフラストラク

チャの整備の問題等々、民間が基礎研究をしやす

いように、いろいろな施策が必要であります。

次に基礎研究分野における産学官連携による研

究実施交流拠点の設置ということでありますが、

産学官協力というのは前からよく言われており、

決して新しいことではありません。通産省がやっ

ています大型プロとか、次世代制度というのも産

学官でやられているわけでありますが、ここに新

たに設置してやるべきではないかと言っているの

は、特に産学官の実質的連携、それから国際的交

流を飛躍的に強化することを目指して新たな研究

機関を整備していくということであります。実は

産学官の実質的連携と申しますのは、通産省が今

までやってきた産学官の中では学が実質は抜けて

おったわけです。大学ですね。大学の先生は委員

会その他に出ていただいて意見を述べてもらうと

か、あるいは評価委員会の委員になってもらうと

か、そういうことはやっていますが、実際の研究

には入っていただいていませんでした。しかし、

より基礎研究で、より高度なものになりますと、

どうしても民間、国の研究所だけでは人材が足り

ないわけです。日本には大学に優秀な人材がたく

さんおられるわけで、そういう方を引き出すよう

な仕組みにしない限りはうまくいかない。

大学の先生は国家公務員職務専念義務というの

がありまして、なかなかそう簡単に兼職はできな

いわけです。そういうことをもう少しフレキシブ

ルにできないかどうか。

それから、国際的交流を飛躍的に強化するとい

うのは日本の研究所で外国の研究者が、例えば研

究所の２割、３割を占めているというような研究

所は皆無に近いわけです。よくセンター。オブ・

エクセレンスと言われるような･世界に評価される

ような研究所には、多くの外国人研究者が集まっ

ています。逆に、日本に来ないということは、日

本の研究所はそれだけ評価されていないというこ

とになるわけです。もちろん、そのほかにも外国

人が来ない理由には住宅その他の研究環境が悪い

ということもあります。しかし、私がいろいろ聞

きますところによると、ほんとうによい研究所、

そこへ行くとすばらしいということであれば、そ

ういうかなり困難な面を克服しても研究者は来て

いるようです。そういうことを考えますと、日本

の研究所にはそういう評価をされるものが少ない

ということです。

したがいまして、９０年代にはせめてそういう研

究所を１つでも２つでもつくっていくというよう

なことが必要ではないかということを提案してい

るわけでございます。

これが第２番目の科学と技術のバランスのとれ

た研究開発の推進、基礎的、独創的研究開発の推

進という点でございます。

３番目が、快適で豊かな国民生活を実現するた

めの研究開発。これは生活者、あるいは消費者と

しての国民、それに直接役立つ研究開発というこ

とであります。そういう点では、工業技術院では

医療福祉技術の開発を今までもやってきておりま

したが、今後はもっと力を入れなければいかんと

いうことであります。ここに言っております人に

優しい研究開発の推進。具体的には高齢化に対.応

した技術。高齢者のためのいろいろな機器。さっ

き言いました医療福祉だけではなくて、高齢者向

けの研究開発。これは単に技術を開発するだけで

はなくて、普及にも力を入れないといけない。こ

れはそうなりますと厚生省その他との関連もござ

いますので、そういうところと連携しながら、高

齢者用のいろいろな機器、あるいは医療福祉の機

器を開発していくということです。

ヒューマンフレンドリーな技術の重要性という

のは、これも安全で使いやすく感じのよい製品と

いうことで、各メーカーは今や非常に努力はして
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おられるわけでありますが、もう少し基礎まで掘

り下げて、人間感覚の計測技術などを基礎研究ま

で進めまして、より定量的人間感覚、人間に合っ

たものを研究した上で、それがまた、将来の製品

開発等々に生かせる、そういう基礎的な面を掘り

下げていくということであります。

それから下に、自然に優しい研究開発の推進、

これは地球環境問題等のいろいろな環境技術、あ

るいは公害防止技術ですね。それから、新エネル

ギー技術の開発等々であります。これも通産省で

はいろいろな形で既にやってきておるわけですが、

そういうものをもう少し組織的に、今度の地球環

境の機構もできますので、そういうところを含め

て研究する必要があるということを言っておりま

す。

それから、活力ある地域社会を実現するための

研究開発。東京一点集中というような感じで、技

術の面においてもどうしても東京中心になってき

ているわけで、地域においてはなかなか技術が根

づかないわけです｡地域の活性化ということでも、

やはりそのもとになる科学技術といいますか、そ

ういうものを振興することによって、そこに産業

なり、企業なりを定着させていくことが必要では

ないかということです。

具体的には各地方には大学がございますので、

そこを中心に地域における先端的研究開発の推進

をやる必要がある。大学を中心に共同研究の体制

をとれるようにすべきじゃないか。集中の共同研

究方式によってそういうことをやるべきである。

そのためには地域における研究開発にかかわるコー

ディネート機能の強化が必要である。研究開発人

材の地域定着化のためのいろいろな施策をする必

要がある等々、地域技術についても力を入れる必

要があります。

最後の４番目の柱は、科学技術の発展のための

某購整備ということを言っております。これは人

材の質的、堂的不足に対してどうしたらいいかと

いう点でございますが、何といいましても、日本

の大学の制度とか、大学院、あるいはポスドク、

国の研究所等々のいろいろなところの身分の制約

があってなかなか動けないとか、せっかくいい人

材がいながら活用されていないというようなこと

６

がございますので、そういう面の改善を図る必要

があるということ。それから、民間企業において

もいろいろと最近の理工系の製造業離れがあるん

ですが、製造業のイメージアップ、勤務条件の改

善等々、企業が自主的にやるべきこともたくさん

あるわけでありまして、やることをやってないの

ではないか。そういうことをやっていくべきであ

るということを言っております。

それから、標準化につきましては国際化という

ことに対応しまして重要であります。日本は後追

い的に外国が行う標準化にくっついて歩くという

ような状態でありましたが、これからは日本は積

極的に標準化に協力し、これは民間企業の方々に

も協力していただいて標準化を進める、そういう

ことが重要であります。

それから、研究情報データベース等々、日本は、

データベースが非常に不十分である。これは何と

いいましても国がかなり金を出して基礎的なこと

をやらなければなりません。

それから、民間の研究開発部門の組織化という

ことを言っておりますが、各企業とも研究開発部

門はあるわけでありますが、これが横断的に連携

して、研究開発の諸問題を議論するような場が必

要であります。

それから、科学技術を育む社会的風土の形成と

いうことですが、これは科学技術というのが、明

治以来、あるいは戦後といいますか、どうしても

日本においては風土的にまだ必ずしもなじんでい

ない。これだけハイテクが伸びたと言われている

わけですが、ほんとうに子供のときから、科学技

術に対してほんとうに親しみを持っているのか。

むしろ欧米のほうがそういう面では理解があるん

ではないか。

例えば欧米に行きますと、かなり地方において

も立派な科学命博物館とか､いろいろあるわけです。

そういう点、日本においてはまだやるべきことが

あるのではないか、もう少し初等、中等教育を含

めまして、セミナー、シンポジウム、博物館、展

示館等々をいろいろな形で進めていく必要がある

んではないかという点です。

そういうもろもろの問題を４番目の研究基盤の

整備ということで言っております。

倒産、

争唾､
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以上で４つの柱についての説明は終りますが、

今後の政策展開に当たっての基本姿勢というとこ

ろで、１つ大事なことは、いずれにしましても、

日本の国が投入している研究開発予算が非常に少

なすぎるという点です。基礎研究は国中心にやる

わけです。これが基礎研究ただ乗り論というよう

な議論につながっているわけですけれども、もっ

と国は研究投資に力を入れるべきであります｡1990

年代において特に基礎的、独創的研究開発の推進

とそれを通じた国際貢献を図っていくためには研

究開発予算を抜本的に拡充していくべきである。

国際貢献という観点からも、民間資金で国際貢献

しろといっても無理でありまして、やっぱり国が

やる必要があります。

例えば政府の研究開発予算の対ＧＮＰ比率を主

要先進国並みに１％程度までに引き上げることを

目標に掲げて、同目標の早期達成に努めていくこ

とが重要であります。日本の対.ＧＮＰ比は､昨年は

ちなみに0.46％でした。欧米先進国は大体１％程

度。アメリカなんかは軍事研究費が多いだろうと

いわれますが、軍事研究費を除きましても日本の

0.5よりは多い。軍事研究費といいましても、これ

また全部軍事研究に使っているわけじゃなくて、

例えば半導体のセマテックという共同研究所をつ

くっているんですが、それも国防省が金を出して

いるわけでありまして、いろいろな面で防衛関係

でやっています。

そういう点を考えますと、アメリカは軍事研究

費が入っているから高いのは当たり前だ、日本は

ないんだから0.5で十分じゃないかという言い方を

するのは当らないといえます。

我が国としてはこういう研究開発投資は消費支

出ではなくて、基本的に国の資産を形成するもの

だという考えを持たなければなりません。公共投

資というのは､すぐこの前のように､430兆円とぱっ

と決まってしまうわけでありまして、橋や道路が

できて、３０年も50年ももつというような議論をし

ているわけでありますが、それじゃ研究投資は何

かというと、これはむだになるわけじゃなくて、

これこそ10年、２０年、３０年先には人材育成を含め

まして非常に大きい力になるわけであります。で

すから、もっと我が国では高度に知的な実物投資、

知的資本投資をやるんだという考えでやらなけれ

ばいかんではないかということもいろいろ述べて

おるんですが、なかなかこういうことが．世の中に

通らないということが問題です。

それから、財政の問題でマルチファンド機能の

強化とか、民間資金の積極的活用方策というよう

なことも言っております。これは基本的には国が

研究開発費をもっと出すべきだ、特に基礎研究費

を出すべきだと言っておりますが、この状況では

おそらく1990年代はやっぱり同じ状況が続く。と

なりますと、従来、過去10年間と同じようであれ

ば、同じように今後10年間も行ってしまう。そう

しますと、ますます国の比率は低くなって、基礎

研究はもっとみじめな状態になるおそれがあるわ

けです。

ですから、一方では国にそういうことを言いつ

つ、そのための努力はしつつ、また民間の資金の

積極的活用策も考えることはできないか｡しかし、

民間もちょっとさっき言いましたように、基礎研

究はある程度やろうという気持ちは持っておられ

るわけですが、それを長期的、安定的に行うため

にはやはり国としていろいろそういうことが可能

な制度をつくらなければならない。

１つは税制であります。税制をもう少し変えて

いって、民間が基礎研究等をやる場合に、財団と

か､いろいろつくった場合に､それに対してはもっ

と免税にするとか、いろいろ努力する。また、ア

メリカなどでは、研究者がいろいろなところから

研究費がもらえるマルチファンドになっているわ

けです。そういう意味で、日本においてももっと

いろいろな多様性を持った制度に変えていかない

といけない。さっきの民間の資金の活用もその一

つでありますけど、国もいろいろな方策をとる必

要がある。

以上、９０年代の産業科学技術政策のあり方とい

うことで４つの提案をしておるわけでございます。

１つが、今言いました国際的な面からの地球的視

野からのテクノグローパリズム、基礎研究の強化

という点と、それから'快適で豊かな国民生活実現

のための研究、それから某購轄備、そして番外と

いいますか、５つ目といいますか、それがとにか

く全体を含めて予算を国はもう少し増やさなけれ
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ぱいかんということであります。

とりあえず以上で、何かご質問なりご議論ござ

いましたら……。

司会どうもありがとうございました。

今お話しいただきましたところで、ごく一般的

なご質問をお願いしたいと思いますが、いかがで

ございましょうか。

質問結局、研究には予算が要るわけですが、

大蔵省に日本国内の研究の機関の価値を判断する

ような、そういう人がいないと、とかく国際会議

で褒められたり、海外の雑誌で褒められたりしま

すと、予算を余計くれる。予算を余計くれれば、

研究が十分できるというふうなことになりますか

ら。そうしますと、大蔵省なり文部省なりに十分

に批判することのできるような、そういう人材が

いませんと、とかく国際会議で褒められたり、海

外で褒められると予算をくれる。ですから、結局、

自分のところの研究機関として発表するにも、日

本語で発表するよりは欧文で発表して、そしてそ

れをヨーロッパやアメリカの大学や研究所へ送っ

て、そういうところで褒めてもらうと、日本の大

蔵省、あるいは文部省は予算をくれると、そうい

う傾向があります。ですから、文部省なり大蔵省

なりに研究の価値を判断することができるような、

そういう機関というか、人ですか、そういうこと

が必要じゃないかと思います。

本田おっしゃいますとおりだと思うんですが、

これには我々の側にも責任があります。

歴史的には今まで日本では、大蔵省に対して過

去10年、２０年、３０年、欧米と比較して、’二１本はこ

んなにおくれていると説明してきました。それが

説明しやすかったから。それでやったから、今も

大蔵省はそうなってしまっているというのが１つ

あります。

じゃ、大蔵省だけが悪いのかというと、我々自

身がそうやっているうちにそれが習い性になりま

して、やはり今でも欧米と比べてという議論が多

いんですね。ところが、もう独創的な研究になる

と、こういう形は変えなければなりません。欧米

にはないものでもやるんだという議論をしなけれ

ばなりません。

もう一つは、この10年、シーリングというのが

８

できまして、文部省の全体の予算はこれだけだ、

通産省はこれだけ、その中でやってきなさいとい

う形になっていまして、実質、各省庁の中の問題

になってきています。ですから、これは政治の問

題ですね。そういう国全体としてどっちに力を入

れるか。公共投資なのか、もっとほかの予算なの

か。教育、あるいは研究が大事だからここに力を

入れるのか｡その大きい枠組みを少し変えないと、

もう難しくなっていますね。だから、今や大蔵省

だけでもなくなっているという感じはありますね。

司会今、先生のおっしゃった研究費を伸ばし

ていくという論議というか、それはどうやったら

出てくるんですか。

本田１つは、私も思うんですが、どうも基礎

研究、あるいは教育も含めて基礎研究、こういう

ものがおろそかになるとどういう問題が出るのか

をもう少し具体的に訴えなきゃいかんと思います

ね。これはなかなか難しいんです。現在はうまく

いっていますから。すぐ大不況になるわけでもな

いのですから。また、逆に産業界は貿易摩擦で非

難されるぐらい伸びているわけですから。

そこをもう少しうまく説明する仕方が必要です。

現在、国の研究投資は２兆円でこれはＧＮＰ比で

0.5％で世界の半分しかないと言いましたがそれ

じゃ、１％になったら例えば10年間で今の２兆円

を４兆円にする、徐々に上げていくというような

考えを持つとしても、４兆円になると、一体何に

そんなに金を使わなきゃいかんのかということで

すね。それ力§見えないんですね、だれも計算した

ことはないし、だれも具体的イメージを出してい

ない。

ところが、日米構造協議あたりで、公共投資と

言われて240兆円という数字が出ますと､一夜にし

てというと大げさですが、３カ月ぐらいすれば、

どこの橋とか、道路、具体的に図面になってあら

われるぐらい出てくるわけでありますね。

ですから、ここは通産、科学技術庁、文部省、

３者がもう少し知恵を合わせて、一体、科学技術

の基礎が足りないと、将来、どういう問題が起き

るか、そしてそれを解決するのにどのぐらいの金

で何をするかということを出さなきゃいかんと思

います。（食事休憩）
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質問国際的な共同研究のところで､ＩＭＳの話

をされましたね。製造ということについての国際

的な協力一一製造というのがわりにノウハウ的な

ものが多いわけですね。それを国際的に、あるい

は基礎研究的'ことか、国際共有財産にするという

ような形でやろうという趣旨はどの辺にあるんで

すか。日本もアメリカもヨーロッパもどう考えて

いるか。

本田私もこれの具'体的な研究内容について、

あまり知らないんですけど、現在、日本、アメリ

カ、欧州で検討している段階だと聞いています。

私の感じではああいう分野でもしやるとしたら、

最先端の日本の企業にとってもメリットがある、

アメリカ、ヨーロッパにとってもメリットがある。

そういうことが可能なものがやるという形にしな

いとなかなか難しいんじゃないかと思いますが、

若干そういう議論で、かなり絞られてきているよ

うですね｡ですから､当初の計画よりは大分変わっ

てきていると思います。

質問最先端の場合にはまたそれなりの難しさ

があるわけですね。サダ先生なんかがやっておら

れたマニュファクチャリング・リサーチ・ゼミな

んていうことでやっている場合ですね。

本田だから、最先端のテーマにかなり絞られ

てきて、そして、それに同意したところでやりま

しょうというような感じになってきているんじゃ

ないか。それで、私はさっき言いました、そうい

うのは、むしろ第’番目の人類共通課題の率先的

提唱。開発に入ってなくて、むしろ２番目の国際

的な共同開発の項目にそれが入っていると思って

おります。

質問どつちかというと、バイラテラルという

か、二社間でやるのはありますね、いろいろ。業

界もある程度複数であり、国も複数であって、共

通にとなると、だんだん範囲が小さくなっちゃう

んですね。

本田まあ、そうなるんですね。

それで、実際は、日本、アメリカ、欧州、それ

ぞれでやって、情報交換するというか、そういう

話にだんだんなってくるんでしょうね。なかなか

ほんとうの共同開発というわけにはいかなくなる。

それは今後の検討･課題でどうなるかわかりません

けど……◎

質問いわゆる一般的に言われているようなフ

リーコンペティションであれば、これはやろうと

いう話があるけれども、マニュファクチャリング

になって、コンペティティブであるというような

考え方に入ってくると、そこへどうやってそうい

うものが出てくるのかというのが自分にとっては

ちょっとわからない。業界によって違うわけです

ね。

もう一つは、ちゃんと説明ができるようなノウ

ハウというのは非常に難しいんじゃないかという

ような感じとか、いろいろ難しさがあって、国際

共同研究というもののほかにどういうフィロソフイ

でやられるのか。

本田ヒューマン・フロンティア・サイエンス・

プログラムというのは､あれはグラントですから、

世界の研究者に、３年間、’グループに１年間で

50万ドル出す。実際、この前、第１回目を出しま

したが大体26万ドル平均値になっているんですが、

グラント29件を世界のチームに出しました。これ

だと募集して一番いいものからとっていけばいい

ので、それで金をつければいい。あと、成果は公

表さえしてくれればいいということです。知的財

産権も相手にあるということでありますので、そ

れはそれでいいんです。

質問製造技術についても、そういう募集の仕

方をして、繰り上げて、順番つけてというのをや

るというのが、まず出てくるかということと、出

てきたのを公表するのかというようなことを考え

ますと、むしろでき上がっちゃったものだったら

出てくるだろうというような感じを持っているん

です◎

本田ちょっとあれはそういう意味でなかなか

Ｏ

質問それはこれから議論されるんですか。

本田私は担当していないのでよくわかりませ

ん。鹸後にどう落ちつくか。まだ続いている最中

のようです。

質問私、これから申し上げますことは決して

本出さんのおっしゃったことに対･する揚足取りと

か、あるいはそれを非難するつもりでは決してご

ざいません。心からしっかりやってくださいと、
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ご激励申し上げたい所存で申し上げるんですが、

時々、多少過激なことが入って誤解を受けるかも

しれませんが、お許し願いたいと思います。

きょうの産業科学技術政策のあり方、これは政

策のあり方でございますが、どういうポリシーで

産業科学技術を考えていくかという、その考え方

をまずはっきりさせていただくことが大事かと思

います。それを実行する際の心得るべき事項とい

うようなことはここにかなり注意深く書いてある

ように思うんです。政策そのものについては､私、

この20年間ぐらい時々通産省のああいう審議会等

に招かれてこういう政策を立案するのに参画させ

ていただいたことがございました。最近は全然迂

遠になるといいますか、若いころに参画させてい

ただいたころに読んだ文章とかなり変わっていな

い文章が多いように思うんです。あのころあれだ

け声を大にして言ったはずなのが、今も同じこと

を言ってらっしやるなという気がしております。

新しいことがもちろん、たくさん結構だと思うこ

とが書かれておりますが……。

私、まず、これは単なる科学政策、技術政策で

はなくて、産業科学技術でございますから、これ

はかなりこの政策を立てるのに何にリファーする

かというと、やっぱりその国の政治、あるいは経

済の進む方向をまず見通して、それにのっとった

産業科学、あるいは産業技術の政策を決めるべき

であろうかと思うのでございます。

これは企業について申しますと、もしその企業

の各部門が理想的に運営されているならば、営業

部門に非常に頭のいいしっかりした人がいるなら、

営業部門が先を見通して、顧客の現在のニード、

あるいは将来の動向を察知して、それを社内の技

術部門に伝えて、それにのっとった研究をやり、

生産技術政策を立てていくというのが企業の、こ

れはニードオリエンテッドの方法でございまして、

最も健全なやり方かと思います。その中には、技

術研究部門で自発的にやった研究が、これは物に

なった、これを売ってくれというシードオリエン

テッドの研究開発ももちろんありますけれども、

最も堅実なやり方はニードオリエンテッドの今の

ようなやり方かと思うのでございます。

しかし、これを日本全体に当てはめた場合に、

、

営業部門がやるべきことを、政治家がやってくれ

なくちゃいかんことですが、政治家は世界的に見

て三流の政治家と言われておりますと、とても我々、

産業界が傾聴すべき先々の見通しのある政策を出

してくれそうも、これはほとんど絶望に近い状態

かと思います。

しからば経済界はどうか。いわゆる経済学者そ

の他はこれまで確かにいい提言をしてくれており

ますけれど、大抵は後追いの、どうしてこういう

株高があったかとか、大恐慌があったかといった

ような、ほとんど説明ばかりやっておって、とて

も産業界が先の見通しの参考にするような大政策

を出してくれそうもございません。そうすると、

次善の策としてはどうしても通産省が独自の政策

を出していただかなくてはしょうがないことにな

ろうかと思います。

通商産業省という２つの名前がくっついた言葉

でございます。ある機会に、もう10年以上前にな

りますけれども、通産のこういう担当の方に通商

政策と産業政策とどっちがリードするんですかと

申したことがございまして、やっぱりこういうよ

うな会合で、通商政策がまず先行して、それに必

要な産業政策を立てるのか、産業政策で物ができ

ちゃった、さあ、これを売ってくれというので、

しゃにむに低開発国、あるいは先進国に物を売り

込むことを通商政策としてやるのかということを

聞いたのでございますが、これはお互いに連絡を

とっておりますという予期した答えしかいただけ

ませんで、その結果、その後、日本のシャワーの

ような輸出超過が続きまして、袋だたきになった

りしたわけでございます。

最近は内需拡大とか、内需依存とかいうような

ことで、構造協議等で言われているわけでござい

ます。あのときもうちょっと内需ということを通

商政策として出して、それを産業政策に反映して

おいていただければ、今のようなことは多少低減

されたのではないか｡とてもそうはいかない､100％

いかなかったにしろ、ある程度いったのではない

かなという気もするわけでございます。今のと

ころ、とても通商政策があって、それに必要な産

業政策といったようなことも実際はなかなか「考

慮します」という程度であって、そう画然と行わ

戸。
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れることでもないことは承知しておりますが、そ

うすると、今のここに書いてあることはほんとう

に日本としてその上の機構では全然考えてくれそ

うもないことを通産省がおたくのほうで今やって

おられる。それがそのまま世の中に通ってしまう

ということになるのて、非常にこれは重大なこと

だなと思うのでございます。

これは何も、私、文部省の基礎科学の研究とか

いうようなことが政治とか、経済とかを考えなが

らやってくれと言っているわけじゃなくて、産業

科学、産業技術であったらこれはやっぱり考えな

くちゃいけないのではないかと思うのでございま

す。そうすると、今いただいた文章の中で、そう

いう思想の流れを踏まえると､物の考え方として、

当分10年間はこの政策でやりたいんだということ

を、まずもうちょっと強く打ち出していただいた

りするには、そう変わらんだろうけれども、今の

産業界は確かに、私、あまりにもシードオリエン

テッドの傾向が強いように思うのでございます。

それでもこれだけ繁栄してきたんですから、何か

文句あるかということなんでしょうけれども､やっ

ぱり方々で生じているところを見ると、もうちょっ

と通商のほうの考えも入れた産業政策というもの

を出していったほうがいい。

それと、今のヒューマニティのやわらかい、こ

れは新しいお考えで非常に共鳴を深くしているわ

けでございます。こういうものをむしろ一番に掲

げて、これでやるんだという、まずフィロソフィ

をどんどんお出しくださるほうがいいのではない

かというふうに思うので、その際にいろいろなバ

ランスをとりながらやりますというようなことは

方法論でございまして、これは注意すべき事項と

していろいろ教えていただければいいことではな

いかと思うのでございます。

それと、これは全く今の申した大きな方針とは

違うのでございますが､研究開発の投資効果がはっ

きりしないので大蔵省に対して予算を要求するの

に非常にいつも困るんだというふうなお話でござ

いましたが、私、これについてももう既に十数年

前にこういう会合で通産省のお偉い方にも申し上

げて、そのときは一生懸命とってお帰りになった

んですけれども、それきりで、何ら反応がないこ

とがございました。

これは1975年に、もう15年前でございますが、

当時、まだ今みたいに見なれておりませんでした

ソ連のトラベルニコフというアカデミー作家の言っ

ていることでございますが、研究開発の投資効果

について触れまして、科学予算１ルーブルは国民

所得を1.45ルーブル増加させる。一般投資、いわ

ゆる今度の240兆円の構造協議で言われている､橋

をかけたり、道をつくったりするような一般投資

１ルーブルは、国民所得を0.39ルーブルの増加し

かもたらさない｡0.39分の1.45は約3.5倍でござい

ます。すなわち科学技術に対する国の投資は、一

般の投資の3.5倍の効果があるということを言って

おりまして、このことはかなりたくさんの実績の

経過が出た後、それをまとめた発言かと思われま

す。

このことは日本でも当然、これまで通産省あた

り、いろいろな大型プロジェクト、あるいは何と

かプロジェクトでたくさんやってこられまして、

ああいうものの投資効果をそれがその後、かなり

時間がたっておりますから、どういうふうな利益

を産業界、社会全体にもたらしたか、それを金銭

に換算してこの効果が幾らになったかというよう

なことを、日本にはこのごろシンクタンクがたく

さんあって、能力も進んでおりますから、そうい

うシンクタンクに年間ぐらいでたくさんの実例を

計算させてみて、その方式は、フォーミュラはお

決めくださって、これでやってみたデータという

ようなことをご委託になればそういう数字は出る

んじゃないかと思うんです。

これはロシアの、殊に社会主義国のデータをそ

のまま利用するのはちょっと業腹でございますか

ら、やはり日本は日本のデータを使うべきだと思

うんですが、そういった数字で大蔵省なら大蔵省

にお話になったほうがいいのではないか。これは

10年ぐらい前に私、申し上げたんですが、そのと

きは一生懸命聞いてくださったんですが、すぐ転

任されて、転職をなさって、長く政府の配霞にい

らっしゃらないものだから、すぐまたもとの木阿

弥になってしまうような気がいたします。これは

ちょっと嫌なことを申し上げて恐縮ですが.．…・・

ですから、そういうことは民間に委託して、そう
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いう数字を出して、それをもとにして予算獲得と

いうようなことをおやりになると、多少説得力が

あるんじゃないかなと思うのでございます。ご参

考までに申し上げたいと思います。多少要らんこ

とを申しまして恐縮でございます。

本田非常に貴重なご意見……。あとのほうの

投資効果につきましてはなかなかいい資料がほん

とうに日本にないんです。

最近、研究開発学会等もできていますので、少

しそういうのをやっていただくといいなと思いな

がらまだやっていません。私自身もいろいろ考え

たことはあるんですが、そう簡単じゃないなとい

う感じがします。というのは、大型プロの何とか

というテーマを一つ選ぶのは簡単なんですが、そ

れを選んで追跡調査をやるのは可能なんですが、

何十例とか、かなりの例を平均的にしなければ一

般論になりませんから。結局、過去10年、２０年に

ついて企業の末端まで調べていかなければなりま

せんが、企業はそういうデータを持っていません

しね。そういうことであきらめたんです。

この通産省のやった大プロであなたのところは

どれだけの費用がかかって、かつ売り上げはどれ

だけ増えたかというのは大変です。国が出したの

は基礎とか応用研究の段階で、その後、企業でま

た追加投資して研究して、それで製品になってい

るので非常に難しくなる。そういうのを何十件と

なりますと、これはなかなか難しい。

ただ、アメリカなんかではそういう実証的な研

究を経済学者とか、研究者は一緒にやっています

からね。少なくとも日本でできないわけはないん

だが、どうしたことか日本ではそういう気長な研

究をやる人がいないですね。やらなきゃいかんと

思いますが。

質問相当腰を据えて２年か３年ぐらいかけて

やらんといかんのじゃないかと思いますね。

これは民間の企業の例で申しますと、例えばア

メリカのＧＥという大きな会社がございますが､そ

こへ行って、あなた方は年間これだけ研究開発費

を使って、毎年それを増やしているが、ほんとう

にこれはどれだけ利益になっているのかと聞きま

したら、手を挙げて、わからんと。ただ、当社が

毎年これだけもうかって、これだけ大きくなりつ

7２

つある。これがそれの証明になるんだといって、

これは１つの企業が丸々でやってしまえば、どん

ぶり勘定でもいいわけで､結果としてこれだけ隆々

として栄えているんだから、それが唯一の証明で

あると言ってしまえばいいことかもしれませんが、

それじゃちょっとほかの説得力がないものですか

ら、やっぱり国で官庁として政策をお立てになる

ときには何かそういう数字を無理してでも出され

る必要があるんじゃないか。

私ども、企業におりましたときに、やはりかな

り無理してあの研究の結果、これだけ売り上げが

増えて、どれだけ利益が上がって、投資した研究

開発の何十倍もうかっておるといったような数字

を随分たくさん出してみたんです。自分でもまゆ

毛につばをつけるぐらいに、これはちょっと大き

過ぎるなという数字が出てきて、まゆつばだなと

いう気がしましたけれども､勘定の仕方によって、

非常に数字のけたが違ってくるぐらいに、何を含

める、これも含めるというようなことになると、

信懸性が非常に少ないようにも、逆に言うととら

れるおそれがあるのでございますが、これはやは

りある定義をそれぞれの段階で設けて、これだけ

は入れる、これは入れないというふうにしていか

れると、比較的納得のいく数字が出ること、私の

経験から申しまして、そうだと思いますので、ど

うぞ何かの機会に腰を据えておやりくださるよう

にお願いします。

質問今、研究というか、投資効果の議論とい

うのは、学校といったらおかしいんですけど、大

学的に学問的にはどの辺の方が入ってこられたと

きに、お役所がそれをやるというのは、お役所の

本来のお仕事の中にはない感じで、バックアップ

する手段としてそういうものを出すと。それが出

ると利益が上がるというか、出ないと困るという

ところはどの辺にあるんでしょうか。

本田やはりそういうのはやっぱり重要で説得

力があると思いますので、そういう研究はそれだ

けでも価値があると思うんですが、今おっしゃっ

たようになかなかこれは記録がないんですね。国

がいろいろ出した金の記録はみんな過去何十年も

あるんですが、その後の追跡調査、結局、企業に

行って、企業が将来、どれだけもうけたかという

戸守
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調査ですから、企業の協力を得なければなりませ

ん。大学の先生がやろうと思っても、企業にアン

ケートしても出てこないんですね。

アメリカの研究者というのは、大体、経済学部

の先生なんかが非常にきちっとやるんですね｡と

ころが、日本にはどうもそういうところはないん

です。だから、これは大学の先生に言ってもなか

なか難しいと思いますね。企業に行っても、そう

いう資料はありませんという話で終わってしまう

と思います。やっぱりやるなら、通産省でかなり

計画的に、１０年計画ぐらいで、逆にそういう記録

をとってもらいつつやらないと難しいかなという

気もしていますね。

質問日本の経済企画というか、戦後、傾斜･生

産をやったり､経済企画庁がずっと計画を立てて、

いろいろ動いてこられたと思うんですけれども、

そういうときにそういうバックアップしたものは、

いわば学問的なものはあったんでしょうか､なかっ

たんでしょうか。

本田ちょっと私にはわかりませんね。あまり

ないんでしょう。

まあ、アメリカは学問自身もどんどんできます

からね。経済学部といったって、例えば医療なん

かについても､経済学の先生が医療問題をやって、

経済学的に医療を分析していますしね。あらゆる

分野に経済学の先生が入ってきていますからね。

また、逆に技術系から経済に入っていくという人

もおられるんです。

質問それから今、先生のおっしゃった初めの

部分ですね｡通商と産業研究と産業技術というか、

それとの関連の問題、どんなふうにお考えになっ

ておられるんでしょうか。

本田通商産業省といいましても、私も通商と

産業、どっちを重視しているのか、あまり考えた

ことがございません。この10年ぐらいは国際問題

と国内問題、非常に密接に関連があるから、省内

では絶えず連絡をとってやっていて、あまり問題

はないと思うんです。ただ、般近は問題になるの

が、アメリカからの要求その他、国際的な問題が

多いので、そこの問題が余計出ているという感じ

はあります。

それで、産業技術についてシーズだけでどうだ

とおっしゃった｡これは意味がわからないですね。

むしろ日本はどっちかというと、外国の技術の導

入でやっているというような議論が非常に強かっ

たわけですが、シーズ論とニーズオリエンテッド

論では、どう絡むんでしょうね。むしろ今の基礎

研究を強化していくべきだということは､90年代、

やるべきだと我々は言っているんですが、それは

むしろシーズ論に近いような気もしますのでね。

もしそうだとしますと、それに国は力を入れろ

というのはおかしいというご指摘であると、そう

じゃなくて、私は民間企業の方々はもはや日本の

ニーズを非常に取り入れてやっておられるから、

外国と、例えば半導‘体なんか比べましても、もと

もとシーズはアメリカだけど、日本に入ってくる

と、日本でまた改良されて、まさに日本の企業は

ユーザーの要望をよく入れているからどんどん売

れていましてという議論があって、ニーズをよく

考えてやってくださいというのは企業の方はみん

なそれは言わなくたってやっておられる状態になっ

ていて、あまり言わない。

ただ、そこで抜けるのが、ただ、企業がもうか

るものはそういうことでやるが、もうからん分、

例えば医療福祉の技術とか、高齢者向けの何とか

とか、ああいう分野になりますと、ニーズはある

んですよ、間違いなく◎外国にもあるし、国内も

あるんだが、ニーズがわかっていれば企業はやる

かというと、もうからないからやらないというん

ですね。そういう面はやっぱり国はもう少し力を

入れなきゃいかん。そのやり方は委託費で開発す

る、あるいは補助金を出して開発する。開発され

たものはもっと普及に、いろいろなやり方はある

と思うんですがね｡ＰＲをいろいろするとかですね。

例えば、医療福祉機器のリース制度というのもあ

りますが、安い金をリース屋さんにお貸ししてど

んどん普及させる。そういう政策的バックアップ

をしないと、幾らニーズオリエンテッドといって

も進まない場合もありますので。

ただ、国全体の議論で、もう一つはシーズとい

うか､独創的な技術は日本は基礎研究が足りない、

これからも弱いですよ、それじゃ困りますよとい

うことで､それは国が力を入れなきゃいかんと言っ

ているんですね。そういう関係ではないかとは恩
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いますけどね。

質問全くそういうことで結構なんでございま

すが、ただ、ニーズオリエンテッドが行き過ぎま

すと、あるいはそれを盲信しておると、例えば公

害問題がやかましくなる直前の状態で、電力会社

あたりの排煙、石油、石炭火力発電所が出る排煙

のＮＯｘ、あるいはSOxの脱硝､脱硫の必要性を、

メーカー側からは大いに要るんじゃないかという

ことを営業を通じて各電力会社、大手東電、関電

その他全部を調査いたしましても､絶対要らない、

そんなことをつくられたらそれだけコストアップ

になるから、寝てる子を起こしてくれるなという

ので、そういう脱硝とか脱硫の製品は出ても発電

所は使いませんということが、全部おそらく口裏

を合わせたあれで、絶対使いませんという、マー

ケットリサーチの結果､そういう100対０の結果で

出ておる。しかし、その数年後の実績はご承知の

とおりで、いよいよせつぱ詰まると必要だという

ことになってしまったわけでございます｡だから、

マーケットリサーチとかそういったもので世の中

のニーズに従ってやっておればいいというのには

限度があるという大きな落とし穴がある。

それと、これまで行ったからもう一ついいのを

早くつくろう、もう一ついいのをさらにつくろう

といって、まだほんとうに投資した資金を回収す

る間もなく新しいもの、新しいものに設備投資を

してつくってしまって、企業全体、業界全体がく

たびれちゃう、投資倒れになってしまう、競争倒

れになってしまうということも、これは私はニー

ドオリエンテッドの行き過ぎではないか。そうい

うことについて、通産省がある程度大きい目で見

られてご指導くださる必要があるんじゃないかな。

それぐらいのあれがあるんなら、いわゆるシード

というか、開発研究に力を注いで、当時、世の中

ではまだだれも必要を認めないものをやっておい

て、いずれそれが日の目を見るというようなとこ

ろへ余力を持ってやっておく必要があるというふ

うに先ほど申したつもりなんです。

本田そうですか。わかりました。

今、非常に貴重なご意見で、脱硝等の話はメー

カーと電力業界との関連だろうと思うんですね。

それはこれからの公害問題、特に炭酸ガス問題を

考えますと､CO2の問題も非常に難しいという議論

はありますが、ほんとうに難しいかもわかりませ

んけど、あるいはフロンの問題、いろいろござい

ますけれども､そういう面においても今おっしゃっ

たようなことは起き得るといいますか、あり得る

ので、それはやっぱり考えなきゃいかんと思うん

です。

それから、若干、確かにハイテク製品で、あん

まりにも競争競争で､例えば半導体で256Kからす

ぐ，メガになり、４メガになり、１６メガ、あまり

にも早過ぎるんじゃないか､いやいや､それはユー

ザー側にとっては大きければ大きいほどいいとい

うような議論もあるんですが、さて、それがほん

とうにいいのかどうかという議論はちょっとあり

ますね。過去のいろいろな問題、それを今後の行

政に生かしていかなければいかんと思いますね。

非常に技術が絡む面での政策というのはたくさん

ございます、今の公害問題を含めましても。

質問ちょっと場違いな質問になるかもしれな

いんですが､これからバイオニクスの進展ですね。

食糧の生産が工業生産になる可能性が十分あると

思うんですが、その食粗の工業生産なんですが、

おそらく農林水産省は農業を剛保護するという観点

から絶対.やらないと思うんですが、これは通産省

の領分じゃないかと思うんですが、その辺はどう

でしょうか。

本田バイオテクノロジーといいましても、無

から有は出ないのでありまして、エネルギーも、

それらをつくります光合成の光が必要であります

から、やっぱりエネルギーというか、もとになる

ものが必要ですね。

結局、人工的に全部やるということは全部人工

的なエネルギーを与えるということですから、エ

ネルギー問題をひとつ考えましても、私はそんな

の不可能だと思います。ごく一部の分野でそうい

う室内生産というのはあり得るが。基本的には食

糧というのは足りないんです。これからも足りな

くなる。ですから、それはまたエネルギー問題が

絡んできますから、工場でやればいいという議論

では私はないと思っています。やはりバイオは部

分的に取り入れるけど、全面的に工場になるとい

うようなことはあり得ないと私は思っています。

へ
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それに対して太陽電池は、アモルファスとそうで

ないのとありますけれども、もう１０％を超えてい

る。十数％、２０％に近いのもありますから、平均

値をとると10％ぐらいでしょう。それは人造のほ

うがいいんですが､ただ､そこの部分だけとっちゃ

だめです。１平米ではそうですが、じゃ、日本中

の水田、全部太陽電池張りめぐるというのはもの

すごい設備投資ですし、水田というのはそういう

ものに比べれば自然のままです。ですから、あく

まで地球上の食糧の大部分はやっぱり農業による

穀類に頼るしかありませんよ。それが一番省エネ

ルギーだと私は思いますね。

質問太陽電池がもっと安くなって､今の100分

の１ぐらいに安くなったら、また変わってくるん

じゃないですか。

本田それはあり得ますよね。ですから、私は

エネルギーとしての電力をとる太陽電池は十分あ

ると思うんです。食糧にかえる、食粒をつくり出

すということはやっぱり農業だろうと思いますね。

質問それが工業になるんじゃないかと。食糧

をつくり出すんなら工業になるんじゃないかと。

パイオニクスで。

本田今だって、農業の一部ではそういう分野

はありますから、やっていますけどね。ただ、工

業の意味がよくわからないですね、そうなります

と◎

司会どうもいろいろありがとうございました。

司会が至りませんで、十分まだお話が尽きていな

いと思いますけれども、時間になりましたので、

一応、ここで終わりにさせていただきます。

本日はお忙しいところをどうもありがとうござ

いました。（拍手）

一部はやられますが。

それで、農林省はそうしないだろうというよう

な議論ですけれども、現実には10年間で日本の農

業の専業農家はものすごく減るんです。２０年間で

10分の１ぐらい。現在も専業農家というのは60万

人ぐらいになっています。あるいはもっと減って

いるかもわからない。年間若い人で農業を始める

というのは3,000人とか、2,000人ということで、

やめる人がずっと多いんですね。１０年間でおそら

く１０万人ぐらいになってしまうんです。そうする

と、今度は農業をやる人がいなくて困るという議

論に実はなるんですね。農水省さんも極端に言い

ますと、もっと合理化をしなきゃいかん。もっと

大規模化するのと、それこそ、工場だろうと何だ

ろうと、バイオだろうと、取り入れられるものは

みんな取り入れて農業の合理化を図りなさいとい

うのがおそらく１０年後の農水省の一番の施策にな

るんじゃないか。

ですから、彼らは当然、それを取り入れていき

ます。私もそうあるべきだと思いますね。現実に

はバイオテクノロジー、まだ彼らはそういう意識

というか、先が見えていないから、バイオの、少

し研究に使えればいいという程度でやっておられ

るんですが、ほんとうはそうじゃなくて、今、大

至急合理化を図っていかなきゃいかんと思うんで

す。そうしないと、とても対･応できなくなると思

いますね。

ですから、農水省がだめなら通産でというので

はなくて、むしろこれは早く取り入れて、長期的

なビジョンのもとに農水省は食糧の自給というか、

輸入すべきものは輸入していいんですが、長期的

なことを考えて、できるだけ省エネルギーの農業

を進めるようなことをもっとやるべきだと思いま

すね。その点、バイオは非常に役に立つと思いま

す。ただ、みんな工場になるようなことはないと

思います。

質問太陽のエネルギーの転換効率は、たしか

太陽電池で人間が大体コンポラティブで太陽電池

のほうが少しいいんじゃなかったかな。

本田いいです、それは。確か稲というのは0．

何％ですよ、効率は。１，２％の効率の植物もな

いわけじゃないようですが、普通､穀類は０.何％。

声
」

《
Ｌ
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付記資料

９０年代の産業科学技術政策の

あり方について（要旨）

豊かで住みよい地球への知的挑戦

科学技術を巡る潮流の変化と

９０年代の産業科学技術政策の指針

（科学技術を巡る潮流の変化）

１．科学技術を取り巻く内外の情勢変化

①国際情勢：科学技術が、国、世界の発展基盤の

一つとして、かつ、資源・エネルギー問題、食料問

題等人類共通課題を解決するための手段として、そ

の重要性を飛躍的に高めているとともに、国際経済

社会において枢要な地位を占めるに至った我が国に

対し､科学技術面での積極的貢献が求められている。

②国内情勢：わが国の研究開発水準として、科学

あるいは基礎研究領域における相対的な立ち遅れが

指摘され、また、今後の研究開発上の問題として、

研究人材の質的量的確保が深刻化している。更に、

快適で精神的な豊かさを実感できる生活への国民の

要求に応えるため、人と自然に優しい科学技術の創

出、科学技術による地域活性化が求められている。

２．科学と技術の接近・共鳴現象の進展

基礎、応用、開発研究が揮然一体となった形で研

究開発が進展するとともに、科学的発見・発明と技

術的応用とのタイムラグが急速に短縮（接近現象）

し、また、科学的発見が新たな技術開発を触発し、

それに伴う技術開発の進展が新たな科学的研究を可

能とする等の状況（共鳴現象）が顕著に現れてきて

おり、この結果、産業技術の研究開発においても、

奥行き深い基礎研究まで掘り下げた研究の充実・強

化が重要となっている。

３．科学技術と自然、社会との調和の必要性

科学技術の高度化、複雑化の一方で、科学技術の

ブラックボックス化に対する不安感の増大、科学技

術の巨大化、高度化による人間疎外感、科学技術の

急速な発展がもたらす既存の社会倫理等との不適合

性、地球環境の破壊への危倶等様々な懸念が生じて

おり、科学技術と自然、社会との調和が一層強く求

7６
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められている。

（90年代の産業科学技術政策の指針）

９０年代の産業科学技術政策は、以上のような科学

技術を巡る潮流を踏まえ、豊かで住みよい地球の創

造へ向け、以下のような指針の下で具体的施策を展

開していくべきである。

１．地球的視野からのテクノグローバリズムの推進

科学技術は、基本的に人類及び国際社会にプラス

サムの効果をもたらす人類共通の財産であり、我が

国に対･する国際貢献や責任分担の要請を踏まえると、

我が国としては、科学技術の人類にもたらす利益が

全世界的にみて最も大きく鞍るよう、科学技術の創

造活動とその成果の流通・移転を活性化させるべく

各国の協調を促すとともに､我が国自らも率先して、

その理念の実践に努めていくべきである。

２．科学と技術のバランスのとれた研究開発の推進

科学技術は、我が国自身の中長期的発展基盤の形

成に必要不可欠なものであり、我が国としては、２１

世紀に向け、知的資本投資たる科学技術投資による

資産蓄積を積極的に行っていくべきであるが、科学

と技術の接近・共鳴現象が一段と進展していく状況

下では､｢科学と技術のバランスのとれた研究開発の

推進」が必要不可欠である。従って、今後我が国と

しては、世界的評価を得ている応用・開発研究ある

いは生産技術のポテンシャルの維持を図りつつ、従

来必ずしも十分注力してこなかった基礎的独創的研

究開発に積極的に取り組んでいくことが必要である。

なお、このような研究領域では、多大の研究投資と

長期にわたる一貫した研究活動が必要とされること

から、国の果たすべき役割が極めて大きい。

３．快適で豊かな国民生活を実現するための研究開

発の推進

快適で豊かさを実感できる国民生活の実現を図っ

ていくため、経済社会活動と人、自然との調和、共

存等を図っていくという視点から、人と自然に優し

『て両弓
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い研究開発を推進していくとともに、国土の均衡あ

る発展という観点から、活力ある地域社会を実現す

るための研究開発を推進していくべきである。

４．科学技術の発展のための基盤整備

以上のような政策を着実に推進していくためには、

その不可欠な前提として、科学技術分野における人

材の充実、標準化の推進、その他科学技術振興のた

めの環境整備に努めていくことが重要である。

地球的視野からのテクノグローバリズムの推進

（テクノグローバリズムの推進）

－我が国の取り組み－

１．世界的な科学技術の創造活動への取り組み

①人類共通課題の率先的提唱と実行

我が国は、先進国の一員として、ヒューマン．フ

ロンティア。サイエンス°プログラム、地球環境問

題の他、人類の生存基盤確保等人類共通の問題とし

て取り組むべき課題を抽出、提唱するとともに、自

ら主体的に取り組んでいくべきである。

②国際的な共同研究開発の推進

大規模な研究施設や長期の研究期間を必要とする

ような基礎研究分野において国際的な共同研究開発

を推進するとともに、先端技術分野、生産技術分野

で優れた技術水準にある我が国としては、当該分野

における国際共同研究開発を通じて､そのポテンシャ

ルを世界全体の産業基盤技術の向上のために役立て

ていくべきである。

③我が国の創造活動の充実

人類共通課題の率先的提唱と国際的な共同研究開

発を効果的に推進していくためには、我が国の基礎

的基盤的研究開発を海外に開かれた形で充実させる

ことにより、我が国から発信される独創的な研究成

果の増加に努めることが重要である。

２．科学技術の世界的な流通・移転の促進

①先進国間の科学技術交流の促進

今後とも、研究協力、先端技術分野における産業

協力等の交流を促進し、二国間の一層強固な協力関

係の構築に努める必要がある。また、二国間協力に

とどまらず、多国間協力についても、今後より一層

推進していくことが重要であり、このため、我が国

としても、生産技術分野における国際協力の提唱。

推進、ＩＥＡ等における協力の強化、ユーレカ計画等

外国の共同研究プロジェクトの積極的な連携等を促

進していくべきである。

②発展途上国への技術移転の促進

相手国の工業化の段階や研究開発ポテンシャルを

考慮した上で、政府においては、民間企業の直接投

資のための環境整備や現地地場産業の高度化支援を

行うとともに、人材育成協力、標準化協力、研究協

力等を適切に進めていく必要がある。また、協力の

円滑な推進のため、アジア太平洋協力等の枠組みを

通じて、我が国と発展途上国との間での政策対話を

深めていくことが重要である。

３．国際的な理解の推進及びコンセンサスの形成

テクノグローバリズムについては、我が国として

その実行に積極的に取り組む一方ＯＥＣＤ／ＣＳＴＰ

（科学技術政策委員会）等国際的な場において、国

際的な理解の推進及びコンセンサスの形成に向けて

主体的に取り組むことが必要である。

なお、科学技術の創造及び流通。移転の中で民間

企業の果たす役割は極めて大きく我が国民間企業に

おいても､テクノグローバリズムの考え方にのっとっ

た活動が期待される。

科学と技術のバランスのとれた研究開発の推進

（科学技術の革新を可能とする研究開発のあり方）

１．「競争」と「連携」

科学技術の創造は､各研究主体間の織烈な｢競争｣、

切碓琢磨から加速され生み出されてくるものである。

また一方、異質な文化、特質、概念との接触等ｒ連

携」により触発され生み出されてくるものである。

従って、今後の研究開発の推進に当たっては、あら

ゆる分野、レベル(産官学間、国際間等）において、

この「競争」と「連携」を視座において取り進めら

れることが肝要である。

２．自由、多様性を許容する研究開発

我が国が技術先進国となった今日、自ら率先して

基礎研究成果を生み出していくに当たっては、経済

効率優先、あらかじめシナリオの書ける研究開発方

式のみでは不十分である。すなわち、市場原理に立

脚した効率性、有用性、経済性等を重んじる研究開

発の進め方から、自由な発想、多様性を許容し、無

限の可能性を秘めた研究開発の推進を支援するため

の努力をしていくことが肝要である。

（基礎的独創的研究開発の促進）

我が国が、２１世紀に向けて科学技術の持続的発展
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を図るうえで重要とされる｢基礎的独創的研究開発」

とは、「科学」と「技術｣が相互に深くかかわり合っ

てきている領域における研究開発として位憧付けら

れ、我が国の生産技術、応用。開発研究の高いポテ

ンシャルを、今後とも維持していく上でも必要であ

る。基礎的独創的研究開発の推進には、産官学それ

ぞれの研究主体が、世界的に評価される研究成果が

得られるよう、この分野の研究機能を充実させてい

くことが基本的に重要であるとともに、各々の研究

主体の特徴を活かした産官学の連携が必要不可欠で

ある。

１．基礎研究分野における産官学連携による研究実

施・交流拠点の設置

我が国の基礎研究レベルの向上を図っていくため

には、科学技術の革新を可能とする研究者間の厳し

い競争と異質な文化、特質、概念との質的に高いレ

ベルでの接触が重要である。このため、産官学の実

質的連携、国際的交流を飛躍的に強化することを目

指し、新たな研究機関を整備していくべきである。

２．国立試験研究所の役割

国立試験研究所は、民間企業のように経済動向に

左右されず長期的な研究の取り組みが可能であり、

工業技術院試験研究所としては、新技術シーズ提供

の拠点、国際的研究交流の拠点となり、民間の基礎

研究に対する評価軸を提供していくべきである。

このため、２１世紀を展望した基礎的・先導的科学

技術分野及び地球環境問題等の全人類的課題への取

り組み強化、内外にわたる研究交流の一層の推進、

自由な研究環境の創出を図っていく必要がある。

３．大学への期待

最近、大学審議会が大学院制度の弾力化、学位制

度の見直し等につき提言している他、大学内部にお

いても大学院の重点化の方向での改善案の提示等が

行われているところであり、今後は、このような改

善の動きも踏まえ、基礎的独創的研究開発の推進と

いう観点から、研究機能の強化、産官学の交流の一

層の促進、研究予算の充実等を図っていくことが期

待される。

４．民間における基礎研究の活性化

今後、我が国全体の基礎研究ポテンシャルを向上

させていくためには､国における取り組みとともに、

我が国研究開発の大宗を担う民間部門の基礎研究の

安定的継続的拡大を図っていくことが必要であり、

1８

民間企業等の一層の取り組みを期待するところであ

る。国としても、研究人材問題の解決、一企業では

保有しにくい高度で大規模な研究開発施設の整備、

広範で高度なデータベースの構築等の研究インフラ

ストラクチャーを整備していくことが必要である。

また、寄付税制の整備等により、基礎研究、グラン

ト事業等を行う財団設立を政策的に支援していくべ

きである。

５．先導的シーズの発掘と研究評価の充実

基礎的先導的研究開発の推進に当たっては､今後、

自ら革新的研究開発シーズを発掘しかつ研究評価の

充実を図っていく必要がある。特に、いわゆるプロ

ジェクト研究開発の推進に当たっては、このような

視点が重要である。

快適で豊かな国民生活を

実現するための研究開発の推進

（人と自然に優しい研究開発の推進）

１．人に優しい研究開発の推進

①高齢化に対応した施策

国の研究機関等においては、使い手のニーズと技

術シーズとのマッチングを図りつつ、ロボット技術

等を応用した高齢者の歩行や家事等生活を支援する

;機器等高齢化に対応した機器、システムの研究開発

を積極的に推進していくとともに、これら機器・シ

ステムの評価、活用のための普及啓蒙を積極的に推

進していくことが必要である。なお、以上のような

高齢化に対応した施策を、国際的にも協力しつつ総

合的に実施していくための組織の確立を図っていく

べきである。

②ヒューマンフレンドリーな技術の重要性

安全で、使いやすく、感じのよい製品を開発する

ためには、心理工学や生体工学等の活用により、各

人の使い勝手を科学的に研究することが必要である。

また、本研究領域のデータを広く収集、提供すると

ともに、分析。評価法、製品の規格をＪＩＳ等の形で

開発者側、使用者側に提示していくべきである。更

に、･使い易い機器について賞やマーク等により、使

用者側にわかりやすく提示することによって普及を

促進することも重要である。

２．自然に優しい研究開発の推進

①自然環境保全

地球環境問題の観点から、地球温暖化に関する自

一、
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然科学的知見の向上、省エネルギー、新・再生エネ

ルギー技術開発等の研究開発が求められているとと

もに、バイオテクノロジー等を利用した革新的産業

科学技術体系の再構築に挑戦していくことが必要で

ある。また、生活に身近な環境の保全についても、

省エネルギーや自然エネルギーの利用、ゴミ処理、

リサイクル、下水処理等に、より革新的な技術を開

発、適用することが重要である。

②自然災害等からの安全確保

地震予知、火山噴火予知等の災害予知技術、地震

時の液状化防止技術、人命救助ロボット等の被害軽

減化のための研究開発を推進していく必要がある。

なお、今後のプロジェクト研究開発等国の研究開

発の推進に当たっては、以上のような「人と自然に

優しい」という視点を重視していくことが肝要であ

る。

（活力ある地域社会を実現するための研究開発の推

進）

①地域における先端的研究開発の推進

特色のある先端的テーマについて、地域のポテン

シャル、特に大学及び国立研究所等のポテンシャル

を可能な限り活用し、集中共同研究方式により地域

先端研究開発を強力に進めていくことが重要である。

②地域における研究開発に係るコーディネイト機能

の強化

各地域に存在する研究開発に係る種々の機関、制

度等は必ずしも相互の連携が十分ではないのが実情

であり､地域における産学官連携や技術関連プロジェ

クトの企画、推進等に当たっては、人的交流を含め

た情報の円滑なトランスファーにより、これらの各

要素それぞれがうまく連携をとり合うことが不可欠

である。

③研究開発人材の地域定着施策

研究人材の地域への吸引、定着を図っていくため

には､公設試験研究所を含めた研究関連機関の整備、

研究開発型企業等の育成、研究開発プロジェクトの

地域における実施等を通じ、地域において、研究者

が力を発揮できる場を創出していくことが必要不可

欠である。

④地域における研究開発マインドの高揚

⑤政策立案機能の強化

鍾窒毎

科学技術の発展のための基盤整備

（科学技術分野における人材の充実）

人材の質的重的不足に対･しては、独立大学院の設

置、理工系定員の増加等全体の定員を増加させると

ともに、産学交流等の活用による企業研究者の再教

育等を図っていくべきであり、その際、長期的な産

業構造の変化を展望した上で、産業界の業種毎の人

材ニーズを把握し、それと大学等供給側との適切な

マッチングを図っていくことが肝要である。

また、人材の活用という観点からは、流動研究員

制度の導入。拡大、ポストドクトラル等若手研究者

の活用策が重要である。あわせて、国内グラント制

度の拡充等多層的研究、就業環境の整備を図ってい

くべきである。

一方民間企業においては、製造業のイメージアッ

プ、勤務条件等の改善と同時に、企業内研究者の自

主性や個性を発揮できるような研究開発環境の改善

を行っていくべきである。

（標準化施策の推進）

１．国際化の推進

我が国としては、今後国際規格作りに対しより積

極的に参加し、主体的な役割を果たしていくことが

不可欠な状況となっており、国際機関への原案の提

出、国際機関の運営への主体的な参加等を積極的に

推進していくことが必要である。同時に、外国検査

機関の活用の拡大､国際動向を十分に踏まえたJIS規

格作成等によりＪＩＳ制度の一層の国際整合化を推進

すべきである。また、発展途上国に対しては、標準

化・品質管理技術の向上等に係わる一層の幅広い標

準化協力に努めていく必要がある。

２．標準化への新たな期待

今後は、新素材等新技術分野における評価方法の

開発等の研究開発を通じた標準化情報技術分野等に

おける先行的標準化、消費の多様化、高度化に対応

した適切な規格作り等社会経済的ニーズにあった的

確な対応を図っていくとともに、標準物質の供給体

制の整備を行っていくべきである。

（その他科学技術振興のための環境整備）

１．研究情報に係わる流通。移転体制の整備

産官学の研究機関、研究開発部門等における大量

の研究情報をデータベースとして整備し、広く活用

できるようにすることは、研究開発活動の高度化。

、
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4．国際的開放性の確保

標に掲げ、同目標の早期達成に努めていくことが重

要である。

②ｒマルチ・ファンド」機能の強化

研究者に対し、所属機関に限らず広く他機関から

研究開発助成等がなされる、いわゆる｢マルチ･ファ

ンド」機能の強化が今後の研究開発活動の多様性を

確保する上で重要である。

③民間資産の積極的活用方策

民間企業から国の研究機関への研究委託について

は予算制度の制約により、十分に行われていない状

況があることから、予算制度等の弾力化を図ってい

くべきである。更に、民間資金の積極的活用を図る

ために、税制上の支援措置を積極的に講じていくこ

効率化のために不可欠であり、特に、数値･画像デー

タ等のファクト情報については、その整備が遅れて

おり、今後早急に整備する必要がある。

２．民間研究開発部門等の組織化

近時、民間部門の研究開発投資は急速に増大し、

一つの産業規模に匹敵するまでに成長してきている

とともに、これら研究開発部門を支援するための各

産業（試験、評価、分析、技術情報提供、人材派遣

等）も大きな位置を占めつつある。これら民間研究

開発部門等が抱える様々な課題を民間企業が自主的、

かつ横断的に検討する場として、民間研究開発部門

等の組織化を図っていくことが重要である。

３．科学技術を育む社会的風土の形成

科学技術の健全な発展のためには、科学技術を育

む社会的風土の形成を図り、それを通じて国民に文

化としての科学技術を定着させることが求められて

いる。このためセミナー、シンポジウム等の活用、

博物館、展示館等の整備、企業や個人の科学技術ボ

ランティア活動の表彰等による社会的な評価､初等・

中等教育過程での科学技術教育の充実等を図ってい

くことが必要である。

とも肝要である。

(施策展開に当たっての基本的視点）

1．施策の効率的重点的実施

2．組織、体制の柔軟性の確保

3．各省庁横断的事項への積極的対応

へ
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今後の政策展開に当たっての基本的姿勢

（科学技術資産の蓄積）

１．基本的考え方

２１世紀に向け、我が国及び世界の豊かな発展のた

めの基盤づくりを図っていくためには、今後我が国

としては高度に知的な実物投資（知的資本投資）た

る科学技術投資による資産蓄積を積極的に行ってい

くべきである。

これら研究開発に対する国による投資は、消費的

支出ではなく、基本的に国の資産を形成するととも

に、当該資産からの受益も長期にわたるという特徴

を有することから、世代間の公平な負担等の観点も

踏まえつつ、具体的方策を検討していかなければな

らない。

２．今後の方策について

①研究開発資源投入目標の設定

1990年代において、特に、基礎的独創的,研究開発

の推進とそれを通じた国際貢献を図っていくために

は、研究開発予算を抜本的に拡充していくべきであ

り､例えば政府の研究開発予算の対ＧＮＰ比率を､主

要先進国並みに１％程度にまで引き上げることを目

2り
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